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要旨：地域包括ケアシステムでは「住み慣れた地域で自分らしい暮らし」と言われてお

り，これは国際生活機能分類の背景因子である環境因子と個人因子に該当する．今回，訪

問リハビリテーション目標設定について背景因子が及ぼす影響について考察した．平成 27

年 10 月から平成 29 年１月の間に当事業所を利用した 27 名のうち 10 名が住み慣れた家や

地域に縛られているという現状が認められ，訪問リハビリテーションの目標設定が背景因

子に影響を受けていた．当地域のような限界集落が急速に進行しているような地域におい

ては，住み慣れた家・地域に縛られることのない目標設定を考えていくことも重要である

と考えられた．  
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Ⅰ．はじめに 

厚生労働省は，団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年

を目途に，重度な要介護状態となっても住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができ

るよう，住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的

に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を推進し

ている 1)．この「住み慣れた地域で自分らしい暮らし」と

は，国際生活機能分類（International Classification of 

Functioning, Disability and Health : ICF）においては背景因

子に分類されるものである 2)(図１)．そして，背景因子の

なかの環境因子として住み慣れた地域，個人因子として

自分らしい暮らしに当てはめることができる．今回，訪

問リハビリテーションの目標設定を行う上で背景因子の

影響を受けて事例について考察をしたので報告する． 

 

Ⅱ．対象と方法 

対象は，当訪問リハビリテーション事業所が開設と

なった平成27年10月より平成29年1月までの訪問リハ

ビリ利用者 27 名である．そのうち，男性が 12 名で女性

が15名，平均年齢は79.4±9.0歳であった．それぞれの

介護度は，要支援１が２名，要支援２が９名，要介護１

が４名，要介護２が６名，要介護３が３名，要介護４が

２名，要介護５が１名であった．対象者の主たる病名に

関しては，整形疾患，脳血管疾患，パーキンソン病であっ

た（表１）．方法は，対象を目標別に分類し，訪問リハビ

リテーションの目標設定について環境因子に影響を受け

た者を抽出した． 

 

Ⅲ．結果 

総利用者27名の訪問リハビリテーションの目標を分類

すると，寝たきりによる拘縮予防を目標とする群が３名，
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残存機能の維持を目標とする群が５名，日常生活動作の

維持・改善を目標とする群が 19 名であった（図２）．寝

たきりによる拘縮予防群の３名に関しては，対象者の介

護度は要介護４もしくは５であり，高度の認知症もある

ためにコミュニケーションをとることは困難であった．

そのため，訪問リハビリテーションの目標は，家族の希

望や介助量軽減であった．残存機能の維持群の５名に関

しては，対象者の介護度は要介護１から３で，５名とも

主たる病名は慢性期の脳血管疾患であり，在宅での生活

は安定している状態であった．そのため，残存機能の維

持を図ることにより安定した日常生活を送ることが主な

目標になっており，利用者本人も同じ希望を持っていた．

日常生活動作の維持・改善群の 19名に関しては，対象者

の介護度は要支援１から要介護３であり，主な目標は屋

内・屋外での日常生活動作能力の維持・改善であった．

この19名を日常生活動作のレベルを屋内と屋外で分ける

と，屋内中心の日常生活動作が目標となる屋内群が７名，

屋外を含めた日常生活動作が目標となる屋外群が12名で

あった．このうち屋内群の２名と屋外群の２名は農村

部・山間部に特有の環境因子に影響を受けており，屋外

群の６名は農村部・山間部に特有の個人因子に影響を受

けていた． 

 

農村部・山間部における環境因子に影響を受けている

４名は，山間部・過疎地域における住宅環境，そして昔

ながらの日本建築という環境面に問題が認められた．山

間部・過疎地域における住宅環境の問題として，基本的

に平地には田畑があり，家屋は斜面を利用して建てられ

ているということが多くみられる．そのため敷地に入る

のに坂道が多く，舗装されていないため不整地になって

いることもあり，安全に屋外に出ることができないとい

う問題が認められた（図３）．続いて昔ながらの日本建築

における問題としては，湿気対策のために座を上げてい

ることが多く段差が高くなっている．和室続きの間取り

で天井も吊り天井になっているため手すりを設置するこ

とが難しい，風呂・トイレが屋外に設置されておりその

動線が不整地という状況であった（図４）．このような環

境下では，福祉用具の導入や住宅改修などを行っても住

み慣れた地域で安全な生活を続けていくのには限界であ

る状況にあった． 

 

 

農村部・山間部特有の個人因子に影響を受けていた６

名は，全て農作業を行っていた．これは，興味・関心チェッ

クシートにも畑仕事として挙げられている項目であり，

普通であれば趣味や生きがいとして積極的に活動できて

いるということになる．しかし，６名とも歩行が不安定

であり，屋外では杖もしくはシルバーカーを使用してお

り，農作業を行うのには転倒の危険性を伴っていた．ま

た，農作業は短時間で終わるものではないため，過活動

の状態になっている対象者も認められた．これらのこと

により，骨折などの傷害や過用性症候群等の機能障害が

発生する危険性がある状況であり，生活習慣を変えない

ことには安全に生活を続けていくことが難しい状況で

あった． 

Ⅳ．考察 

地域包括ケアシステムでは，住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしと言われているが，当地域のような農村部・
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山間部においては，訪問リハビリテーションの目標設定

をする上で住宅環境や建築様式といった環境因子に影響

を受ける事例が存在する． 具体的に築 100年以上で十分

なバリアフリー化を行うことができず，結果として安全

に過ごすことができないというケースが多くみられる．

また，庭仕事や農作業が生活習慣として定着しているこ

とから個人因子に影響を受ける事例も存在する．身体能

力的には要支援・要介護状態になっても，意識の中では

それぞれの役割を担うことができると思い各作業を行っ

ていることがあり，実際の動作能力と意識のギャップか

ら問題が生じることがある．個人の想いもあるため各作

業や動作を行うことを否定することは難しく，利用者と

コミュニケーションを取る中で時間をかけて理解しても

らう，教育するということも重要と考える． 

当病院の所在地である南丹市日吉町においては，平成

29 年３月時点での 65 歳以上の高齢化率は約 39.2％，75

歳以上の後期高齢化率は約 21.7％となっている 3）．内閣

府が発表している平成 29年度高齢社会白書 4）によると，

高齢化率は2065年に38.4％であるとされており，当地域

は約50年先をいっていることになる．厚生労働省におい

ても，人口が横ばいで75歳以上人口が急増する大都市部，

75 歳以上人口の増加は穏やかだが人口は減少する町村部

等，高齢化の進展状況には大きな地域差が生じている．

地域包括ケアシステムは，保険者である市町村や都道府

県が，地域の自主性や主体性に基づき，地域の特性に応

じて作り上げていくことが必要であるとしている．また，

地域包括ケアシステムを費用負担により区分すると，「自

助・互助・共助・公助」に分けられており，少子高齢化

や財政状況から，「共助」「公助」の大幅な拡充を期待す

ることは難しく，「自助」「互助」の果たす役割が大きく

なることを意識した取り組みが必要であるとされてい

る．しかし，当地域のように急速に限界集落が進行して

いるような地域では，「自助」「互助」にも限界があるの

ではないだろうか．また，住み慣れた地域で自分らしい

生活するために多額の「公助」「共助」のコストがかかる

こともあり，地域包括ケアシステムを成立させることが

難しいことも考えられる． 

一方で，国土交通省は都市再生特別措置法の中で，人

口減少・高齢化が進む中，特に地方都市においては，地

域の活力を維持するとともに，医療・福祉・商業等の生

活機能を確保し，高齢者が安心して暮らせるよう，地域

公共交通と連携して，コンパクトなまちづくりを進める

ことが重要として，「コンパクト・シティ・プラス・ネッ

トワーク」の実現を目指している 5）．訪問リハビリテー

ションの目標設定を考える際，住み慣れた家，地域に縛

られるのではなく，これからは環境・人の集合としてス

モールコミュニティを築くというような視点を持つこと

も必要であると考えられた． 
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